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 第 37 回 「不動産投資家調査」（2017 年 10 月現在）の調査結果  

 第 37 回「不動産投資家調査」（2017 年 10 月現在）の調査結果の概要を公表いたします（調査方法など

は末尾参照）。詳細な調査結果については、末尾のお問い合わせ先までご連絡ください。 

 

 調査結果      

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

１．Ａクラスビル（オフィスビル）の期待利回り   

（図表１）[Ａクラスビル（オフィスビル）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：東京都】 

 丸の内、大手町 日本橋 虎ノ門 赤坂 六本木 港南 西新宿 渋谷 池袋 

第 36 回（2017 年 4 月） 3.6% 4.0% 4.0% 4.1% 4.1% 4.2% 4.3% 4.1% 4.5% 

第37回（2017年 10月） 3.5% 4.0% 4.0% 4.0% 4.0% 4.2% 4.2% 4.0% 4.5% 

前回差 -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ 

【期待利回り：主な政令指定都市】 

 札幌 仙台 横浜 名古屋 京都 大阪 御堂筋 大阪 梅田 広島 福岡 

第 36 回（2017 年 4 月） 6.0% 6.0% 5.2% 5.3% 5.5% 5.0% 4.9% 6.3% 5.5% 

第37回（2017年 10月） 6.0% 6.0% 5.1% 5.2% 5.5% 4.9% 4.8% 6.1% 5.4% 

前回差 0.0 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.2 ㌽ -0.1 ㌽ 

■投資用不動産の利回りの動向 

・不動産投資家の期待利回りは、一部アセットで「横ばい」の地区もあったが、金融緩和の影響等を

反映し、全体としては 0.1～0.2 ㌽程度の「低下」となった。 

・東京のオフィスは、「日本橋」などで下げ止まりも見られたが、本調査の代表的な調査地区である

「丸の内、大手町地区」は前回比 0.1 ㌽低下の 3.5%となり、本調査の開始以降最も低い水準を更新し

た。地方のオフィスは「札幌」「仙台」「京都」が横ばいとなったが、その他は 0.1～0.2 ㌽低下した。 

・他のアセットも全体としては「低下」傾向であるが、今回調査では「宿泊特化型ホテル」の低下が

顕著であった。ホテルは 2020 年の東京五輪誘致決定などを機にまず東京で投資が活況となったが、

最近では地方の中心市街地でもインバウンドの裾野が広がっており、今回調査では「札幌」「福岡」

など地方都市のホテルの期待利回りが大きく低下した（「札幌」「福岡」が 0.3 ㌽低下）。 

■不動産への新規投資意欲など 

・不動産投資家の今後 1年間の投資に対する考えは、「新規投資を積極的に行う」の回答が 89%で前回

比 1㌽上昇し、「当面、新規投資を控える」の回答が 8%で前回比 1㌽低下した。 

・不動産投資市場においてはファンド間の取得競争が激化し、一部で過熱を懸念する声もあるが、金

融緩和の影響等を背景に、全体として、投資家の投資意欲は積極的な姿勢が維持された。 
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２．賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り  

 東京の「城南」は 4.5％で前回比横ばいで、本調査で最も低い水準のまま（現状維持）となったが、東

京「城東」やその他の地区では、全体的には 0.1～0.2 ㌽低下した。 

（図表２）[賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：東京都】 

 城南地区 城東地区        

第 36 回（2017 年 4 月） 4.5% 4.8%        

第 37回（2017年 10月） 4.5% 4.7%        

前回差 0.0 ㌽ -0.1 ㌽        

【期待利回り：主な政令指定都市】 

 札幌 仙台 横浜 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡 

第 36 回（2017 年 4 月） 6.0% 5.9% 5.2% 5.4% 5.5% 5.2% 5.6% 6.1% 5.5% 

第37回（2017年 10月） 5.9% 5.8% 5.1% 5.3% 5.4% 5.0% 5.5% 6.0% 5.4% 

前回差 -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.2 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 

 

３．商業店舗の期待利回り  

 都心型高級専門店は、東京の「銀座」が 3.6％となった。前回、「銀座」地区は期待利回りが「横ばい」

で踊り場に差し掛かったが、今回調査で再び、調査開始以来最も低い水準を更新した。 

（図表３）[商業店舗の期待利回り]                      

 

 

 

 

 

 

 
 

【期待利回り：都心型高級専門店】 

 東京 銀座 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡 

第 36 回（2017 年 4 月） 3.7% 5.8% 5.8% 5.4% 5.4% 4.9% 5.5% 6.0% 5.4% 

第37回（2017年 10月） 3.6% 5.8% 5.8% 5.3% 5.3% 4.8% 5.5% 6.0% 5.3% 

前回差 -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ 

【期待利回り：郊外型ショッピングセンター】 

 東京 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 神戸 広島 福岡 

第 36 回（2017 年 4 月） 5.6% 6.8% 6.8% 6.1% 6.3% 6.0% 6.5% 6.9% 6.3% 

第37回（2017年 10月） 5.5% 6.7% 6.8% 6.1% 6.2% 5.9% 6.4% 6.8% 6.2% 

前回差 -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 0.0 ㌽ 0.0 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ 
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４．物流施設・倉庫（マルチテナント型）の期待利回り  

 物流施設については「東京（江東区）」で前回比 0.1 ㌽低下し 4.6%となり、本調査の開始以降最も低い

水準を更新した。また、「名古屋」「大阪」「福岡」等でも期待利回りの低下傾向が続いた。  

（図表４）[物流施設・倉庫（マルチテナント型 湾岸部）の期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【期待利回り：物流施設・倉庫（マルチテナント型 湾岸部）】 

 東京（江東区） 名古屋（名古屋港） 大阪（大阪港） 福岡（博多港） 

第 36 回（2017 年 4 月） 4.7% 5.4% 5.2% 5.5% 

第 37 回（2017 年 10 月） 4.6% 5.2% 5.0% 5.4% 

前回差 -0.1 ㌽ -0.2 ㌽ -0.2 ㌽ -0.1 ㌽ 

 

５．宿泊特化型ホテルの期待利回り  

 2020 年の東京五輪誘致決定以来、ホテル投資市場は活発な動きが続いている。今回の調査でも、東京

は調査開始以来最も低い水準を更新したほか、「札幌」「福岡」で前回比 0.3 ㌽と大きく低下した。 

（図表５）[宿泊特化型ホテルの期待利回り] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【期待利回り：宿泊特化型ホテル】 

  東京 札幌 仙台 名古屋 京都 大阪 福岡 那覇 

第 36 回（2017 年 4 月） 4.7% 5.8% 6.0% 5.6% 5.2% 5.2% 5.5% 5.9% 

第 37 回（2017 年 10 月） 4.5% 5.5% 5.9% 5.5% 5.0% 5.0% 5.2% 5.7% 

前回差 -0.2 ㌽ -0.3 ㌽ -0.1 ㌽ -0.1 ㌽ -0.2 ㌽ -0.2 ㌽ -0.3 ㌽ -0.2 ㌽ 
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６．今後 1年間の不動産投資に対する考え方      

 「新規投資を積極的に行う」の回答が 89％（前回 88％）で、前回調査と比較し 1 ㌽上昇し、全体とし

ては不動産投資家の新規投資意欲は積極的な姿勢が維持された。 

（図表６）[今後１年間の不動産投資に対する考え方]  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

７．マーケットサイクル（市況感）  

 マーケットサイクル（市況感）に対する調査について、東京・大阪のいずれも、「現在」及び「半年後」

について「拡大期」とする回答が最も多かった。 

 

 第 37 回「不動産投資家調査」の概要      

 

 

 

 

 

   

 

〔お問い合わせ先〕  
 一般財団法人 日本不動産研究所 
 研究部：愼、平井、野口（TEL：03-3503-5335） http://www.reinet.or.jp/ 
 

【マーケットサイクル（市況感）】 

  第34回 第35回 第36回 第 37 回 

 16/4 16/10 17/4 17/10 

東京 

（丸の内、大手町） 

現在 ④ ⑤ ⑤ ⑤ 

半年後 ⑤ ⑤ ⑤ ⑤ 

大阪 

（御堂筋沿い） 

現在 ④ ⑤ ⑤ ⑤ 

半年後 ④ ⑤ ⑤ ⑤ 

■調査方法 ： アンケート調査（原則として、電子メールまたは郵送） 

■調査対象 ： アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、生命保険、 

        商業銀行･レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸など 198 社（前回調査 202 社） 

■調査時点 ： 2017 年 10 月 1 日（前回調査 2017 年 4月 1日、第 1回調査 1999 年 4 月 1 日） 

■回答社数 ： 153 社（前回調査 150 社） ※回答率 77.3% 

■利用上の留意点：集計結果の代表値として、中央値を採用している。 

①
②

③

⑥

⑤

④

⑦

⑧

拡大期 後退期縮小期回復期

■本資料の記載内容（図表、文章を含む一切の情報）の著作権を含む一切の権利は一般財団法人日本不動産研究所に属します。 

 また記載内容の全部又は一部について、許可なく使用、転載、複製、再配布、再出版等をすることはできません。 

■本資料は作成時点で、日本不動産研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する責任を

負うものではなく、今後の見通し、予測等は将来を保証するものではありません。また、本資料の内容は予告なく変更される場合があり、

本資料の内容に起因するいかなる損害や損失についても当研究所は責任を負いません。 
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2017 年 11 月 21 日 

一般財団法人 日本不動産研究所 

 

 

 

不動産投資市場の持続的な発展・成長について 
 

 特別アンケート（Ⅱ）の概要  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
(*)不動産投資市場の成長目標の実現に向けて官民が共同して取り組む具体的施策。詳細については国土交通省ホームページを参照。 

 

 特別アンケートの調査結果   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■アクションプランで提言されている以下の 4 つの改革等のうち、不動産投資市場の持続的な発展・

成長に最も寄与すると思われる改革等について（有効回答 123 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

第 37回 不動産投資家調査（2017 年 10 月現在） 特別アンケート 

◆調査目的 ： 本年 6月、国土交通省は「不動産投資市場の成長に向けたアクションプラン(*)」（以

下、「アクションプラン」）を公表した。本調査では、アクションプランで提言され

た内容などを基に、不動産投資市場の持続的な発展・成長について、不動産投資家

の認識を調査することを目的とする。 

◆調査方法 ： 「第 37回不動産投資家調査」の特別アンケートとして実施 

◆調査対象 ： アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、生命保険、商業

銀行･レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸など 198 社 

◆調査時点 ： 2017 年 10 月 1 日 

◆回答社数 ： 136 社 

・不動産投資市場の現状認識について（市場サイクルの中で）、「ピークに達している」との回答が 68.1%

で最も多かった（前回調査（本年 4月）では「ピークに達している」の回答が 65.4%で同じく最多）。 

・上記で「ピークに達している」とした回答者のうち、その理由について、「著しく低い利回りによ

る取引が多く出現」とする回答が 72.5％で最も多かった。 

・アクションプランで提言された 4つの改革等のうち、不動産投資市場の持続的な発展・成長に最も

寄与するものとして、「不動産投資家の投資環境の改革」とする回答が最も多かった（41.2%）。 

・また、「不動産投資家の投資環境の改革」のために必要な事項としては、「不動産情報基盤の充実」

とする回答が最も多かった（61.1%）。 

・「リート市場等の改革」のために必要な取り組みとしては、「リートの多様化の促進」とする回答が

70.7%で最も多く、病院、インフラ、海外不動産など対象不動産の多様化の必要性が指摘された。 

28.2% 27.5% 41.2%

3.1%
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①ＣＲＥ等の改革（企業等不動産の活性化）

②リート市場等の改革

③不動産投資家の投資環境の改革

④人材育成の改革
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Ａ．回答社の属性等について                        （有効回答 136 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ．不動産投資市場の現状認識 

 

（１）現在の日本の不動産投資市場は、一連の市場サイクルの中でピークに達していると思いますか？  

（有効回答 135 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）前記Ｂ．（１）で「①すでにピークを過ぎた。」とした回答者へ質問です。 

 「すでにピークを過ぎた」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 3 社） 
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デベロッパー 金融機関（銀行・生損保） 年金基金

仲介会社 不動産賃貸業 その他

3.0%

68.1% 27.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①すでにピークを過ぎた。

②ピークに達している。

③ピークの手前である。

④ピークはまだかなり先にある。（まだまだピークを迎えていない）

66.7% 33.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①賃料の伸びが一巡した。

②著しく低い利回りによる取引が一巡した。

③レンダーの貸出姿勢が変化した。（融資の保守化）

④エクイティ投資家の投資姿勢が変化した。（投資の保守化）
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（３）前記Ｂ．（１）で「②ピークに達している。」とした回答者へ質問です。 

「ピークに達している」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 91 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）前記Ｂ．（１）で「③ピークの手前である。」とした回答者へ質問です。 

「ピークの手前である」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えください。 

（有効回答 37 社） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

（５）前記Ｂ．（１）で「④ピークはまだかなり先にある。」とした回答者へ質問です。 

「ピークはまだかなり先にある」と思う理由について、下記選択肢のうち最も適したものをお答えく

ださい。                                  （有効回答2社） 

 
 
 
 

  

13.2% 72.5% 9.9% 4.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①賃料が伸び悩んでいる。

②著しく低い利回りによる取引が多く出現している。

③レンダーの貸出姿勢が変化しつつある。（融資の保守化）

④エクイティ投資家の投資姿勢が変化しつつある。（投資の保守化）

35.1% 13.5% 18.9% 32.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①賃料はまだ上昇余地がある。

②利回りは最下限まで到達していない。

③レンダーの貸出姿勢は、積極的な状態が続いている。

④エクイティ投資家の投資姿勢は、積極的な状態が続いている。

100.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①賃料はまだ上昇余地がある。

②利回りは最下限まで到達していない。

③レンダーの貸出姿勢は、積極的な状態が続いている。

④エクイティ投資家の投資姿勢は、積極的な状態が続いている。
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（６）全ての回答者への質問です。 

各アセットの市況見通しについてご回答ください。下記表について、アセット毎に①～⑤のうち該当

する番号をいずれか一つのみご記入ください。                          （有効回答134社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①現在の状態が、
２０２０年東京五輪

以降も続く。

②現在の状態が、
２０２０年東京五輪

頃まで続く。

③現在の状態が、
２０１９年頃
まで続く。

④現在の状態が、
２０１８年頃
まで続く。

⑤現在の状態は、
今年（2017年）まで

だろう。

オフィス 9.4% 26.5% 26.5% 30.8% 6.8%

レジデンシャル
（ﾜﾝﾙｰﾑ・ﾌｧﾐﾘｰ） 13.1% 36.4% 16.8% 24.3% 9.3%

レジデンシャル
（外国人向け高級賃貸） 10.8% 45.1% 16.7% 18.6% 8.8%

都心型商業 13.8% 49.5% 14.7% 14.7% 7.3%

郊外型商業 10.7% 30.1% 13.6% 19.4% 26.2%

ビジネスホテル 21.2% 49.0% 13.5% 7.7% 8.7%

シティホテル 19.2% 51.0% 11.5% 8.7% 9.6%

物流施設 27.8% 29.6% 15.7% 19.4% 7.4%

底地 34.3% 28.3% 19.2% 13.1% 5.1%

ヘルスケア 44.2% 24.2% 9.5% 11.6% 10.5%
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（７）全ての回答者への質問です。 

日本の不動産投資市場を取り巻く、今後のネガティブな要因として、どのようなものが考えられます

か？（上位 2 位まで）                            (※)（有効回答 134 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（※）質問はランキング方式で実施。 

各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

（８）全ての回答者への質問です。 

日本の不動産投資市場を取り巻く、今後のポジティブな要因として、どのようなものが考えられます

か？（上位 2 位まで）                             (※)（有効回答 129 社）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）質問はランキング方式で実施。 

各ランキングに右のとおり配点し総合得点を集計（1 位：5 ﾎﾟｲﾝﾄ、2 位：3 ﾎﾟｲﾝﾄ） 

 

  

199 ㌽

254 ㌽

74 ㌽

201 ㌽

79 ㌽

219 ㌽

28 ㌽

0 50 100 150 200 250 300

①賃料の伸び悩み

②金利上昇リスク

③Ｊ－ＲＥＩＴ投資口価格等、株価の低迷

④レンダーの融資姿勢の変化

⑤エクイティ投資家の投資姿勢の変化

⑥突発的な偶発事象

（政治や地政学上の問題、自然災害等）

⑦その他

367 ㌽

324 ㌽

46 ㌽

52 ㌽

157 ㌽

26 ㌽

27 ㌽

0 50 100 150 200 250 300 350 400

①ＧＰＩＦなど公的年金による不動産投資

②インバウンド投資の加速

（海外投資家による一層の日本不動産投資）

③アベノミクス「新三本目の矢」の進展

（一億総活躍社会等）

④日銀のさらなる追加金融緩和の実施

⑤東京五輪関連のインフラ投資の加速

⑥地方創生・国土強靭化政策の具現化

⑦その他
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Ｃ．不動産投資市場の持続的な発展・成長について  

 

（１）全ての回答者へ質問です。 

アクションプランでは、以下の 4 つの改革等が提言されています。 

この中で、不動産投資市場の持続的な発展・成長に最も寄与すると思うものを選択してください。   

    （有効回答 123 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）全ての回答者へ質問です。 

「ＣＲＥ等の改革」のために、最も効果的と思う事項を選択してください。    （有効回答 123 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）全ての回答者へ質問です。 

「リート市場等の改革」のために、最も効果的と思う事項を選択してください。 （有効回答 123 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

28.2% 27.5% 41.2%

3.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①ＣＲＥ等の改革（企業等不動産の活性化）

②リート市場等の改革

③不動産投資家の投資環境の改革

④人材育成の改革

4.1% 9.8% 51.2% 30.1% 4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①国土交通省が策定・公表したＣＲＥ戦略ガイドラインや手引き等の改訂・拡充
②ＣＲＥの戦略の導入・先進事例の紹介を含めた有識者フォーラムの設置・運営
③老朽化不動産のリノベーション・更新・活用等の促進
④ＰＲＥ（公的不動産）の民間活用の推進
⑤その他

70.7% 9.8% 12.2% 7.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①リートの多様化の促進
②ＥＳＧ不動産投資の基盤整備
③地方創生型の不動産証券化の促進
④その他
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（４）全ての回答者へ質問です。 

ＥＳＧ不動産投資の広がりについて、回答者ご自身の認識に最も適したものを選択してください。 

（有効回答 127 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）上記（４）で、①または②とした回答者への質問です。 

なぜ、そのように思いますか？下記選択肢のうち最も適したものを選択してください。  

（有効回答 82社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.8% 37.8% 29.9% 5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①現在、重要だと認識している。
②現在、関心は低いが、今後（１～3年後）、重要性が増していくと思う。
③現在、関心は低く、重要性が増すのは将来の話だと思う。
④現在、関心は低く、将来も関心が低いだろう。
⑤その他

25.6% 6.1% 43.9% 15.9%

1.2%

4.9%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①株式投資等（不動産以外の金融商品）の分野で、ＥＳＧ投資が注目されているから。

②国連や政府が推進の立場を取っているから。

③不動産投資市場におけるＥＳＧへの配慮は、世界的な潮流だから。

④機関投資家が不動産投資市場におけるＥＳＧを重要視しているから。

⑤銀行をはじめとするレンダーが不動産投資市場におけるＥＳＧを重要視しているから。

⑥入居者やテナントが貸主及び賃借物件のＥＳＧの適合を重要視しているから。

⑦環境認証制度、省エネ性能認証等の普及が進んでいるから。

⑧その他
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（６）上記（４）で、②、③ or ④とした回答者への質問です。 

現在、関心が低い理由として、最も該当するものを選択してください。     （有効回答 84社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）全ての回答者への質問です。 

アクションプランが提言する「ＥＳＧ不動産投資の基盤整備」のため最も効果的と思う事項を選択し

てください。                               （有効回答 127 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）全ての回答者への質問です。 

「不動産投資家の投資環境の改革」のために、最も効果的と思う事項を選択してください。 

（有効回答 126 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32.1% 6.0% 14.3% 44.0%

3.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①利害関係者（ステークホルダー）から求められることが少ないから。

②法律や条例等で求められていないから。

③ＥＳＧ不動産投資が何なのかについて、具体的にイメージができないから。

④建築法規や税制など、具体的なインセンティブがないから。

⑤その他

4.7% 35.4% 50.4% 8.7%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①健康性・快適性などに着目した新たな認証制度の導入

②容積率のアップなど建築法規面での規制緩和

③固定資産税・都市計画税の減免など税制面での優遇措置

④金利優遇など金融面での優遇措置

⑤その他

9.5% 61.1% 26.2%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①不動産投資運用に関する評価手順を示したガイドラインの策定等

②不動産情報基盤の充実

③不動産投資のグローバル化に向けた不動産投資運用サービスの高度化に係る施策の促進

④その他
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（９）全ての回答者への質問です。 

アクションプランでは、投資環境改革のための施策として「不動産情報基盤の充実」を掲げています。 

日常、投融資に係る実務の中で、我が国の不動産情報（商業用不動産に限る）は、不足していると感

じますか？                               （有効回答 130 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１０）上記（９）で①若しくは②とした回答者への質問です。 

どのような情報が不足していると感じますか？最も不足していると思う事項を選択してください。 

この場合、投資用不動産に関する情報を念頭にご回答ください。       （有効回答 118 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）上記（９）で①若しくは②とした回答者への質問です。 

投資用不動産に関連し、国が整備すべき情報として、最も適切と思うものを選択してください。 

（有効回答 113 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30.5% 40.7% 22.9%

0.8%

5.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①取引価格や価格の変動に関する情報（例：価格インデックス）

②成約賃料や賃料の変動に関する情報（例：賃料インデックス）

③取引利回りや利回りの変動に関する情報（例：利回りインデックス）

④取引量に関する情報

⑤その他

36.3% 30.1% 23.0% 5.3% 5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①取引価格や価格の変動に関する情報（例：価格インデックス）

②成約賃料や賃料の変動に関する情報（例：賃料インデックス）

③取引利回りや利回りの変動に関する情報（例：利回りインデックス）

④取引量に関する情報

⑤その他

38.5% 53.8% 7.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①不足している。

②充実した指標もあるが、不足していると思う指標がある。

③既に充実している。
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（１２） 全ての回答者への質問です。 

「人材育成の改革」に関連し、最も効果的と思う事項を選択してください。    （有効回答 128 社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔お問い合わせ先〕 

一般財団法人 日本不動産研究所 

研究部：愼、平井、野口（TEL：03-3503-5335） http://www.reinet.or.jp/ 

 

 

 

■本資料の記載内容（図表、文章を含む一切の情報）の著作権を含む一切の権利は一般財団法人日本不動産研究所に属します。 

 また記載内容の全部又は一部について、許可なく使用、転載、複製、再配布、再出版等をすることはできません。 

■本資料は作成時点で、日本不動産研究所が信ずるに足ると判断した情報に基づき作成していますが、その正確性、完全性に対する

責任を負うものではなく、今後の見通し、予測等は将来を保証するものではありません。また、本資料の内容は予告なく変更され

る場合があり、本資料の内容に起因するいかなる損害や損失についても当研究所は責任を負いません。 
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①ＣＲＥ戦略を進める企業内の人材、アウトソーシングできるコンサル業の育成
②中小ビルの空き店舗、空き家等のリノベーション・活用を行う人材の育成とネットワークづくり
③ＰＲＥをはじめ、地方不動産の証券化を推進する地方公共団体や地方企業における人材育成
④不動産投資運用等を評価する投資家サイドの不動産アナリストの育成
⑤不動産の資産運用会社等におけるアセットマネージメントを担うマネージャー層の充実
⑥不動産投資環境のグローバル化に対応するための人材育成
⑦その他


